














Ⅰ 前連結会計年度（自 平成20年４月１日  至 平成21年３月31日） 

１．関連当事者との取引 

 （１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

  （ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

 取引金額その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっています。 

Ⅱ 当連結会計年度（自 平成21年４月１日  至 平成22年３月31日） 

１．関連当事者との取引 

 （１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

  （ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

 取引金額その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっています。 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 該当事項はありません。 

【関連当事者情報】

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合(%) 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

法人主
要株主 
  
  
  
  
  
  

東日本旅客鉄
道㈱ 
  
  
  
  
  
  

東京都
渋谷区 
  
  
  
  
  
  

 
 
 
 
 
 
 

 

200,000 運輸業 

駅スペース活
用事業 

ショッピン
グ・オフィス
事業 

その他事業 

直接

10.2 
  
  
  
  
  
  

建設工事
の請負 

役員の転
籍 
  
  
  
  

完成工事高
  
  
  
  
  
  
  

 
 
 
 
 
 
 

 

40,642 完成工事未
収入金 

未成工事受
入金 
  
  
  
  

25,779

157

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合(%) 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

法人主
要株主 
  
  
  
  
  
  

東日本旅客鉄
道㈱ 
  
  
  
  
  
  

東京都
渋谷区 
  
  
  
  
  
  

 
 
 
 
 
 
 

 

200,000 運輸業 

駅スペース活
用事業 

ショッピン
グ・オフィス
事業 

その他事業 

直接

10.2 
  
  
  
  
  
  

建設工事
の請負 

役員の兼
任、転籍 
  
  
  
  

完成工事高
  
  
  
  
  
  
  

 
 
 
 
 
 
 
 

44,466 完成工事未
収入金 

未成工事受
入金 
  
  
  
  

28,397

372

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 178.63円

１株当たり当期純利益金額 6.82円

１株当たり純資産額 195.96円

１株当たり当期純利益金額 6.94円

  
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

 １株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円）  1,065  1,083

普通株式に係る当期純利益（百万円）  1,065  1,083

普通株式の期中平均株式数（千株）  156,317  156,252

（重要な後発事象）
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１．連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

        ２．当連結会計年度末残高の（ ）内の金額は、１年内に償還が予定されている社債です。 

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度末残高
（百万円）

利率
（％） 

担保 償還期限

鉄建建設株式会社 
第１回 

無担保社債 
平成17年
３月24日 

 1,000

(1,000)
 － 年 1.32 なし 

平成22年
３月24日 

鉄建建設株式会社 
第２回 

無担保社債 
平成17年
３月25日 

 1,000

(1,000)
 － 年 1.29 なし 

平成22年
３月24日 

鉄建建設株式会社 
第３回 

無担保社債 
平成17年
３月30日 

 2,000

(2,000)
 － 年 0.94 なし 

平成22年
３月30日 

鉄建建設株式会社 
第４回 

無担保社債 
平成17年
３月25日 

 2,000

(2,000)
 － 年 1.335  なし 

平成22年
３月25日 

鉄建建設株式会社 
第５回 

無担保社債 
平成17年
９月15日  1,000

 1,000

(1,000)
年 1.300  なし 

平成22年
９月15日 

鉄建建設株式会社 
第６回 

無担保社債 
平成17年
９月15日 

 300

(200)

 100

(100)
年 1.040  なし 

平成22年
９月15日 

鉄建建設株式会社 
第７回 

無担保社債 
平成17年
９月15日  1,000

 1,000

(1,000)
年 0.890  なし 

平成22年
９月15日 

鉄建建設株式会社 
第８回 

無担保社債 
平成17年
９月15日 

 300

(200)

 100

(100)
年 0.680  なし 

平成22年
９月15日 

鉄建建設株式会社 
第９回 

無担保社債 
平成17年
９月15日 

 300

(200)

 100

(100)
年 0.985  なし 

平成22年
９月15日 

鉄建建設株式会社 
第１０回 

無担保社債 
平成21年
３月25日 

 1,000

(200)

 800

(200)
年 1.07  なし 

平成26年
３月25日 

鉄建建設株式会社 
第１１回 

無担保社債 
平成21年
３月25日 

 1,000

(200)

 800

(200)
年 1.07  なし 

平成26年
３月25日 

鉄建建設株式会社 
第１２回 

無担保社債 
平成21年
３月25日 

 700

(140)

 560

(140)
年 1.05  なし 

平成26年
３月25日 

鉄建建設株式会社 
第１３回 

無担保社債 
平成22年
３月25日 

 －
 1,500

(300)
年 0.77  なし 

平成27年
３月25日 

鉄建建設株式会社 
第１４回 

無担保社債 
平成22年
３月25日 

 －
 1,000

(200)
年 0.74  なし 

平成27年
３月25日 

鉄建建設株式会社 
第１５回 

無担保社債 
平成22年
３月31日 

 －
 1,500

(300)
年 0.84  なし 

平成27年
３月31日 

合計  －  －
 11,600

(7,140)

 8,460

(3,640)
 －  －  －

１年以内（百万円） 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内
（百万円） 

 3,640  1,340  1,340  1,340  800
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 （注）１．「平均利率」については、連結会計年度末借入金残高に対する加重平均利率を記載しています。 

 なお、リース債務の「平均利率」については、リース料総額に含まれる利息相当額を定額法により各連結

会計年度に配分しているため記載していません。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）

の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりです。 

当連結会計年度における四半期情報 

【借入金等明細表】

区分
前連結会計
年度末残高 
（百万円） 

当連結会計
年度末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限

短期借入金  34,700  34,800  1.3  －

１年以内に返済予定の長期借入金  2,131  2,505  2.0  －

１年以内に返済予定のリース債務  21  27  －  －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）  4,320  4,938  2.0
平成23年から  

平成30年  

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）  56  50  －
平成23年から 

平成26年 

その他有利子負債  －  －  －  －

合計  41,228  42,322  －  －

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内
（百万円） 

長期借入金  2,104  1,677  686  326

リース債務  25  17  5  2

（２）【その他】

  

第１四半期 

自平成21年４月１日 

至平成21年６月30日 

第２四半期 

自平成21年７月１日 

至平成21年９月30日 

第３四半期 

自平成21年10月１日 

至平成21年12月31日 

第４四半期 

自平成22年１月１日

至平成22年３月31日

売上高（百万円）  26,207  32,741  36,790  43,489

税金等調整前四半期純利益

又は税金等調整前四半期純

損失（△）（百万円） 

 △595  387  729  687

四半期純利益又は四半期純

損失（△） 

（百万円） 

 △287  221  725  423

１株当たり四半期純利益又

は１株当たり四半期純損失

（△）（円） 

 △1.84  1.42  4.64  2.71
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２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 ※3  18,314 ※3  18,896

受取手形 2,333 2,015

完成工事未収入金 63,892 65,797

不動産事業未収入金 55 28

販売用不動産 2,919 2,397

未成工事支出金 11,155 ※4  9,828

不動産事業支出金 1,359 1,351

材料貯蔵品 1,202 1,023

未収入金 2,249 963

繰延税金資産 3,104 2,296

その他 1,389 990

貸倒引当金 △206 △427

流動資産合計 107,770 105,160

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※3  11,818 ※3  12,101

減価償却累計額 △6,543 △6,761

建物（純額） 5,275 5,339

構築物 ※3  612 ※3  663

減価償却累計額 △496 △505

構築物（純額） 116 157

機械及び装置 452 454

減価償却累計額 △117 △166

機械及び装置（純額） 335 288

車両運搬具 2 2

減価償却累計額 △2 △2

車両運搬具（純額） － －

工具器具・備品 753 764

減価償却累計額 △707 △715

工具器具・備品（純額） 46 48

土地 ※2, ※3  11,496 ※2, ※3  11,362

リース資産 76 101

減価償却累計額 △9 △32

リース資産（純額） 67 69

建設仮勘定 1 －

有形固定資産計 17,338 17,266

無形固定資産 204 304
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 ※3  16,470 ※3  18,908

関係会社株式 ※3  144 ※3  144

長期貸付金 ※3  542 ※3  507

従業員に対する長期貸付金 226 242

関係会社長期貸付金 ※3  25 ※3  25

破産更生債権等 3,953 3,887

長期前払費用 5 2

繰延税金資産 5,804 5,643

その他 1,542 1,158

貸倒引当金 △3,900 △3,846

投資その他の資産計 24,815 26,673

固定資産合計 42,358 44,245

資産合計 150,128 149,406
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 4,974 4,204

工事未払金 ※1  27,041 ※1  31,726

短期借入金 ※3  35,831 ※3  36,405

1年内償還予定の社債 ※3  7,140 ※3  3,640

リース債務 21 27

未払金 ※1  12,067 ※1  11,468

未払法人税等 217 174

未払消費税等 1,577 －

未成工事受入金 5,224 2,821

不動産事業受入金 48 45

預り金 6,547 6,000

完成工事補償引当金 283 264

賞与引当金 593 568

偶発損失引当金 405 213

工事損失引当金 972 ※4  616

その他 747 1,309

流動負債合計 103,692 99,487

固定負債   

社債 ※3  4,460 ※3  4,820

長期借入金 ※3  4,320 ※3  4,938

リース債務 56 50

再評価に係る繰延税金負債 ※2  3,099 ※2  3,082

退職給付引当金 7,903 7,971

偶発損失引当金 56 －

固定負債合計 19,895 20,862

負債合計 123,588 120,349

2010/06/30 16:38:4109626795_有価証券報告書_20100630163806

- 70 -



(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 18,293 18,293

資本剰余金   

資本準備金 5,289 5,289

資本剰余金合計 5,289 5,289

利益剰余金   

利益準備金 80 80

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 1,996 2,772

利益剰余金合計 2,076 2,852

自己株式 △57 △64

株主資本合計 25,601 26,370

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 44 1,659

土地再評価差額金 ※2  893 ※2  1,026

評価・換算差額等合計 938 2,685

純資産合計 26,540 29,056

負債純資産合計 150,128 149,406
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高   

完成工事高 148,222 133,663

兼業事業売上高 1,893 2,053

売上高合計 150,116 135,716

売上原価   

完成工事原価 138,546 ※3  125,489

兼業事業売上原価 ※4  1,572 ※4  1,711

売上原価合計 140,119 127,200

売上総利益   

完成工事総利益 9,675 8,173

兼業事業総利益 320 341

売上総利益合計 9,996 8,515

販売費及び一般管理費   

役員報酬 193 203

従業員給料手当 3,523 3,100

賞与引当金繰入額 175 148

退職給付費用 497 512

法定福利費 515 448

福利厚生費 309 401

修繕維持費 21 24

事務用品費 78 70

通信交通費 435 394

動力用水光熱費 50 42

調査研究費 192 111

広告宣伝費 26 29

貸倒引当金繰入額 13 93

貸倒損失 8 0

交際費 105 100

寄付金 4 3

地代家賃 255 250

減価償却費 158 147

租税公課 235 203

保険料 13 12

雑費 544 387

販売費及び一般管理費合計 7,359 6,688

営業利益 2,636 1,827
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 98 96

有価証券利息 17 6

受取配当金 356 323

為替差益 － 128

その他 51 92

営業外収益合計 523 647

営業外費用   

支払利息 695 732

社債利息 181 152

為替差損 41 －

その他 111 143

営業外費用合計 1,030 1,029

経常利益 2,129 1,445

特別利益   

前期損益修正益 ※5  121 ※5  5

固定資産売却益 ※2, ※6  28 －

貸倒引当金戻入額 － 52

偶発損失引当金戻入額 － 83

その他 40 0

特別利益合計 191 141

特別損失   

固定資産売却損 ※7  65 －

減損損失 ※8  82 ※8  125

投資有価証券評価損 181 147

貸倒引当金繰入額 766 105

特別瑕疵補修損失 － 144

訴訟和解金 － 69

その他 ※9  107 ※9  61

特別損失合計 1,202 652

税引前当期純利益 1,118 934

法人税、住民税及び事業税 139 38

法人税等調整額 4 △13

法人税等合計 144 25

当期純利益 974 909
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 （注） 原価計算の方法は、個別原価計算です。 

 （注） 原価計算の方法は、個別原価計算です。 

  

【完成工事原価報告書】

    
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

Ⅰ 材料費      19,313  13.9    21,712  17.3

Ⅱ 労務費      1,760  1.3    2,307  1.8

（うち労務外注費）     (1,650) (1.2)  (2,165) (1.7)

Ⅲ 外注費      97,441  70.3    82,298  65.6

Ⅳ 経費      20,030  14.5    19,171  15.3

（うち人件費）     (11,563) (8.3)  (11,597) (9.2)

計      138,546  100.0    125,489  100.0

【兼業事業売上原価報告書】

    
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

Ⅰ 不動産事業               

１ 不動産取得費      693  44.1    1,013  59.2

２ 工事費      277  17.6    207  12.1

３ 経費      457  29.1    419  24.5

小計      1,428  90.8    1,640  95.8

Ⅱ その他（砕石事業等）      144  9.2    70  4.2

計      1,572  100.0    1,711  100.0
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 18,293 18,293

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 18,293 18,293

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 5,289 5,289

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,289 5,289

資本剰余金合計   

前期末残高 5,289 5,289

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,289 5,289

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 80 80

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 80 80

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 801 1,996

当期変動額   

当期純利益 974 909

土地再評価差額金の取崩 220 △132

自己株式の処分 － △1

当期変動額合計 1,195 775

当期末残高 1,996 2,772

利益剰余金合計   

前期末残高 881 2,076

当期変動額   

当期純利益 974 909

土地再評価差額金の取崩 220 △132

自己株式の処分 － △1

当期変動額合計 1,195 775

当期末残高 2,076 2,852

自己株式   

前期末残高 △50 △57

当期変動額   

自己株式の取得 △7 △10

自己株式の処分 － 3

当期変動額合計 △7 △6

当期末残高 △57 △64
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 24,414 25,601

当期変動額   

当期純利益 974 909

土地再評価差額金の取崩 220 △132

自己株式の取得 △7 △10

自己株式の処分 － 1

当期変動額合計 1,187 768

当期末残高 25,601 26,370

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 4,937 44

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,893 1,614

当期変動額合計 △4,893 1,614

当期末残高 44 1,659

土地再評価差額金   

前期末残高 1,114 893

当期変動額   

土地再評価差額金の取崩 △220 132

当期変動額合計 △220 132

当期末残高 893 1,026

評価・換算差額等合計   

前期末残高 6,051 938

当期変動額   

土地再評価差額金の取崩 △220 132

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,893 1,614

当期変動額合計 △5,113 1,747

当期末残高 938 2,685

純資産合計   

前期末残高 30,466 26,540

当期変動額   

当期純利益 974 909

土地再評価差額金の取崩 － －

自己株式の取得 △7 △10

自己株式の処分 － 1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,893 1,614

当期変動額合計 △3,925 2,515

当期末残高 26,540 29,056
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【重要な会計方針】

  
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(１)満期保有目的債券 

償却原価法（定額法） 

(１)満期保有目的債券 

同 左 

  (２)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(２)子会社株式及び関連会社株式 

同 左 

  (３)その他有価証券 

①時価のあるもの 

事業年度末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

(３)その他有価証券 

①時価のあるもの 

同 左 

  ②時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

②時価のないもの 

同 左 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

  

時価法 同 左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

販売用不動産   個別法による原価法

（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法

により算定） 

同 左 

  未成工事支出金  個別法による原価法 同 左 

  不動産事業支出金 個別法による原価法

（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法

により算定） 

同 左 

  材料貯蔵品    移動平均法による原

価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの

方法により算定） 

  

同 左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(１)有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっています。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法によっています。 

  なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっています。 

(１)有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっています。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法によっています。 

  なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっています。 

  （追加情報） 

 平成20年度の法人税法の改正を契機

として見直しを行い、当事業年度よ

り、有形固定資産の耐用年数の見積り

の変更を実施しました。 

 これによる損益に与える影響は軽微

であります。 
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前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  (２)無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法によっています。 

 なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ています。 

 ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっていま

す。 

(２)無形固定資産（リース資産を除く） 

同 左  

  (３)リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用していま

す。 

  

(３)リース資産 

同 左 

５．引当金の計上基準 (１)貸倒引当金 

 売上債権及び貸付金等の貸倒れによ

る損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しています。 

(１)貸倒引当金 

同 左 

  (２)完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保の費用に備

えるため、当事業年度の完成工事高

（進行基準工事を含む）に対する将来

の見積補償額に基づいて計上していま

す。 

(２)完成工事補償引当金 

同 左 

  (３)賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額基準により計上していま

す。 

(３)賞与引当金 

同 左 

  (４)工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備える

ため、当事業年度末手持工事のうち損

失の発生が見込まれ、かつ、その金額

を合理的に見積もることができる工事

について、損失見込額を計上していま

す。   

  

 (４)工事損失引当金 

 同 左 
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前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  (５)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してい

ます。 

 過去勤務債務は発生時に一括償却し

ています。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理していま

す。 

(５)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してい

ます。 

 過去勤務債務は発生時に一括償却し

ています。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理していま

す。 

（会計方針の変更） 

 当事業年度より、「「退職給付に係

る会計基準」の一部改正（その３）」

（企業会計基準第19号 平成20年７月

31日）を適用しています。 

 なお、これによる営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益に与える影響

はありません。  

  (６)偶発損失引当金 

 債務保証等に伴い発生する損失に備

えるため、契約条件及び債務保証先の

財政状態等を個別に検討し、損失負担

見込額を計上しています。 

  

(６)偶発損失引当金 

同 左 

2010/06/30 16:38:4109626795_有価証券報告書_20100630163806

- 79 -



  

  
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

６．完成工事高及び完成工事

原価の計上基準 

完成工事高の計上基準  

 完成工事高の計上は、工事完成基準に

よっていますが、工期12か月以上、請負

金額１億円以上の国内工事及び工期12か

月以上、請負金額10億円以上の海外工事

については工事進行基準によっていま

す。 

 なお、工事進行基準によった完成工事

高は103,166百万円です。  

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

 当事業年度末までの進捗部分について

成果の確実性が認められる工事について

は工事進行基準（工事の進捗率の見積り

は原価比例法）を、その他の工事につい

ては工事完成基準を適用しています。 

 なお、工事進行基準によった完成工事

高は95,615百万円です。  

（会計方針の変更） 

 請負工事に係る収益の計上基準につい

ては、従来、工期12か月以上、請負金額

１億円以上の国内工事及び工期12か月以

上、請負金額10億円以上の海外工事につ

いては工事進行基準を、その他の工事に

ついては工事完成基準を適用していまし

たが、当事業年度から「工事契約に関す

る会計基準」（企業会計基準第15号 平

成19年12月27日）及び「工事契約に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第18号 平成19年12月27日）が

適用されたことに伴い、当事業年度に着

手した工事契約から、当事業年度末まで

の進捗部分について成果の確実性が認め

られる工事については工事進行基準（工

事の進捗率の見積りは原価比例法）を、

その他の工事については工事完成基準を

適用しています。 

 これにより、従来の方法によった場合

と比べ、当事業年度に係る完成工事高は

3,636百万円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益が、それぞれ

217百万円増加しています。  
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前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

７．ヘッジ会計の方法 (１)ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たす金利スワッ

プについて、特例処理を採用していま

す。 

(１)ヘッジ会計の方法 

同 左 

  (２)ヘッジ手段とヘッジ対象 

①ヘッジ手段 

 デリバティブ取引（金利スワップ）

(２)ヘッジ手段とヘッジ対象 

①ヘッジ手段 

同 左 

  ②ヘッジ対象 

 相場変動による損失の可能性があ

り、相場変動が評価に反映されていな

いもの及びキャッシュ・フローが固定

され、その変動が回避されるもの 

②ヘッジ対象 

同 左 

  (３)ヘッジ方針 

 当社の内部規程である「金融市場リ

スク管理方針」に基づき、相場変動及

び金利変動をヘッジしています。 

 なお、主なリスクとして借入金の金

利変動をヘッジしています。 

(３)ヘッジ方針 

同 左 

  (４)ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理を採用して

いるため、ヘッジ有効性評価は省略し

ています。 

  

(４)ヘッジ有効性評価の方法 

同 左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

(１)消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に相当する額

の会計処理は、税抜方式によっていま

す。 

(１)消費税等の会計処理 

同 左 

  ──────────── (２)連結納税制度の適用 

 当事業年度から連結納税制度を適用

しています。 

  

2010/06/30 16:38:4109626795_有価証券報告書_20100630163806

- 81 -



  

【会計処理の変更】

 前事業年度 
 （自 平成20年４月１日 

   至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
 （自 平成21年４月１日 

   至 平成22年３月31日） 

（リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

いましたが、当事業年度より、「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企

業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会

計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっています。 

 なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っています。 

 これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

──────────── 

【表示方法の変更】

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（貸借対照表関係） 

「未払消費税等」 

 前事業年度において流動負債の「その他」に含めて表

示していました「未払消費税等」については、当事業年

度は負債及び純資産の合計額の100分の１を超えること

となったため、区分掲記することとしました。 

 なお、前事業年度の「未払消費税等」は、400百万円

です。 

  

（貸借対照表関係） 

「未払消費税等」 

 前事業年度において流動負債に区分掲記していました

「未払消費税等」については、当事業年度は負債及び純

資産の合計額の100分の１以下であるため、流動負債の

「その他」に含めて表示することとしました。 

 なお、当事業年度の「未払消費税等」は、929百万円

です。 

（損益計算書関係） 

「投資有価証券売却益」 

 前事業年度において特別利益に区分掲記していました

「投資有価証券売却益」については、当事業年度は特別

利益総額の100分の10以下であるため、特別利益の「そ

の他」に含めて表示することとしました。 

 なお、当事業年度の「投資有価証券売却益」は、０百

万円です。 

  

（損益計算書関係） 

──────────── 

「貸倒引当金戻入額」 

 前事業年度において特別利益に区分掲記していました

「貸倒引当金戻入額」については、当事業年度は特別利

益総額の100分の10以下であるため、特別利益の「その

他」に含めて表示することとしました。 

 なお、当事業年度の「貸倒引当金戻入額」は、18百万

円です。  

  

「貸倒引当金戻入額」 

 前事業年度において特別利益の「その他」に含めて表

示していました「貸倒引当金戻入額」については、当事

業年度は特別利益総額の100分の10を超えることとなっ

たため、区分掲記することとしました。 

 なお、前事業年度の「貸倒引当金戻入額」は、18百万

円です。  
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前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

──────────── 「偶発損失引当金戻入額」 

 前事業年度において特別利益の「その他」に含めて表

示していました「偶発損失引当金戻入額」については、

当事業年度は特別利益総額の100分の10を超えることと

なったため、区分掲記することとしました。 

 なお、前事業年度の「偶発損失引当金戻入額」は、13

百万円です。  

  

「投資有価証券評価損」 

 前事業年度において特別損失の「その他」に含めて表

示していました「投資有価証券評価損」については、当

事業年度は特別損失総額の100分の10を超えることとな

ったため、区分掲記することとしました。 

 なお、前事業年度の「投資有価証券評価損」は、56百

万円です。 

  

──────────── 

「貸倒引当金繰入額」 

 前事業年度において特別損失の「その他」に含めて表

示していました「貸倒引当金繰入額」については、当事

業年度は特別損失総額の100分の10を超えることとなっ

たため、区分掲記することとしました。 

 なお、前事業年度の「貸倒引当金繰入額」は、３百万

円です。 

  

──────────── 

「偶発損失引当金繰入額」 

 前事業年度において特別損失に区分掲記していました

「偶発損失引当金繰入額」については、当事業年度は特

別損失総額の100分の10以下であるため、特別損失の

「その他」に含めて表示することとしました。 

 なお、当事業年度の「偶発損失引当金繰入額」は、62

百万円です。 

  

──────────── 

【追加情報】

 前事業年度 
 （自 平成20年４月１日 

   至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
 （自 平成21年４月１日 

   至 平成22年３月31日） 

 当社は、当事業年度中に連結納税の承認申請を行

い、平成21年３月に承認されましたので、当事業年度

より、「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に

関する当面の取扱い（その１）」（企業会計基準委員

会実務対応報告第５号）及び「連結納税制度を適用す

る場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その

２）」（企業会計基準委員会実務対応報告第７号）に

基づき、連結納税制度の適用を前提とした会計処理を

しております。 

  

──────────── 
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

※１．関係会社に対する債権・債務 ※１．関係会社に対する債権・債務 

工事未払金 2,664百万円

未払金 1,854  

工事未払金 2,911百万円

未払金 1,665  

    

※２．土地の再評価に関する法律に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし

て純資産の部に計上しています。 

※２．土地の再評価に関する法律に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし

て純資産の部に計上しています。 

・再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令第２条第４号

に定める路線価及び路線価のない土地は第２条第

３号に定める固定資産税評価額に基づいて、奥行

き価格補正等の合理的な調整を行って算出してい

ます。 

・再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令第２条第４号

に定める路線価及び路線価のない土地は第２条第

３号に定める固定資産税評価額に基づいて、奥行

き価格補正等の合理的な調整を行って算出してい

ます。 

・再評価を行った年月日   平成12年３月31日 ・再評価を行った年月日   平成12年３月31日 

・再評価を行った土地の当事業年度末における時価

の合計額と再評価後の帳簿価額の合計額との差額

3,030百万円 

  

・再評価を行った土地の当事業年度末における時価

の合計額と再評価後の帳簿価額の合計額との差額

     3,459百万円 

  

※３．担保に供している資産 

(１) 下記の資産は、長期借入金4,320百万円、短期借

入金（長期借入金よりの振替分）2,131百万円、社

債2,160百万円に対する銀行保証及び１年内償還予

定の社債（社債よりの振替分）540百万円に対する

銀行保証の担保に供しています。 

※３．担保に供している資産 

(１) 下記の資産は、長期借入金4,604百万円、短期借

入金（長期借入金よりの振替分）2,339百万円、社

債1,620百万円に対する銀行保証及び１年内償還予

定の社債（社債よりの振替分）540百万円に対する

銀行保証の担保に供しています。 

建物 1,037百万円

構築物 10  

土地 663  

投資有価証券 11,906  

  計 13,617  

建物 999百万円

構築物 9  

土地 663  

投資有価証券 14,510  

  計 16,183  

(２) 下記の資産は工事履行保証等として得意先等へ差

入れています。 

(２) 下記の資産は工事履行保証等として得意先等へ差

入れています。 

現金預金 48百万円 現金預金 49百万円

(３) 下記の資産は関連会社等の借入金等の担保に供し

ています。 

(３) 下記の資産は関連会社等の借入金等の担保に供し

ています。 

投資有価証券  2百万円

関係会社株式 19  

長期貸付金 47  

関係会社長期貸付金  13  

  計 82  

投資有価証券  2百万円

関係会社株式 19  

長期貸付金 45  

関係会社長期貸付金  13  

  計 81  
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前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

──────────── ※４．損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示し

ています。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未

成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は

11百万円です。 

  

 ５．偶発債務 

（１）下記の会社等の金融機関借入金等について保証を

行っています。 

 ５．偶発債務 

（１）下記の会社等の金融機関借入金等について保証を

行っています。 

① 借入金保証     

マンション購入者 76百万円

当社従業員 14  

計 90  

① 借入金保証     

マンション購入者 64百万円

当社従業員 10  

計 75  

    

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

 １．一般管理費に含まれる研究開発費は391百万円で

す。 

  

 １．一般管理費に含まれる研究開発費は305百万円で

す。 

  

※２．関係会社との取引にかかるもの ──────────── 

  

固定資産売却益 28百万円   

──────────── ※３．完成工事原価に含まれる工事損失引当金繰入額は、

463百万円です。 

  

※４．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が兼業事業売上原

価に含まれています。 

152百万円 

  

※４．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が兼業事業売上原

価に含まれています。 

   1百万円 

※５．前期損益修正益の内容 ※５．前期損益修正益の内容 

  

未払金戻入 92百万円

償却済会員権取立額 15  

その他 13  

合計 121  

償却済債権取立額 3百万円

償却済会員権取立額 1  

未払金戻入 0  

合計 5  

※６．固定資産売却益の内容 ──────────── 

  

土地 28百万円   

※７．固定資産売却損の内容 ──────────── 

  

土地 65百万円   
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前事業年度（自 平成20年４月１日  至 平成21年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加71,698株は、単元未満株式の買取りによる増加です。 

当事業年度（自 平成21年４月１日  至 平成22年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加125,679株は、単元未満株式の買取りによる増加です。 

   ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少24,400株は、単元未満株式の買増請求による売渡しによるものです。  

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※８．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産について

減損損失を計上しました。 

  

  

用途 場所 件数 種類 

建設 福岡県他 ２件 
電話加入権、 

ソフトウェア他 

不動産賃貸 北海道他 ２件 
建物・構築物、

土地 

共用資産 北海道 １件 建物・構築物 

※８．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産について

減損損失を計上しました。 

  

  

用途 場所 件数 種類 

建設 東京都 １件 
電話加入権、 

長期前払費用他 

不動産賃貸 三重県他 ２件 
建物・構築物、

土地 

共用資産 北海道 １件 建物・構築物 

  当社は、建設事業及び共用資産については各支店

及び事業所単位に、不動産賃貸事業及びその他事業

については個別物件毎に、また、将来使用が見込ま

れない資産については処分予定資産として、グルー

ピングしています。 

 近年の予想し得ない不動産価格の下落及び賃料相

場の低迷並びに競争激化による収益性の低下等によ

り、上記資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失82百万円として特別損失

に計上しています。 

 その内訳は、建物・構築物3百万円、土地71百万

円、その他7百万円です。 

 なお、各資産の回収可能価額は正味売却価額と使

用価値のいずれか高い価額としています。建物・構

築物、土地等の正味売却価額は路線価及び固定資産

税評価額などを基に評価し、使用価値は将来キャッ

シュ・フローを2.5%で割り引いて算定しています。

  

  当社は、建設事業及び共用資産については各支店

及び事業所単位に、不動産賃貸事業及びその他事業

については個別物件毎に、また、将来使用が見込ま

れない資産については処分予定資産として、グルー

ピングしています。 

 近年の予想し得ない不動産価格の下落及び賃料相

場の低迷並びに競争激化による収益性の低下等によ

り、上記資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失125百万円として特別損

失に計上しています。 

 その内訳は、建物・構築物19百万円、土地101百

万円、その他4百万円です。 

 なお、各資産の回収可能価額は正味売却価額と使

用価値のいずれか高い価額としています。建物・構

築物、土地等の正味売却価額は路線価及び固定資産

税評価額などを基に評価し、使用価値は将来キャッ

シュ・フローを2.5%で割り引いて算定しています。

  

※９．特別損失「その他」の内容 ※９．特別損失「その他」の内容 

偶発損失引当金繰入額 62百万円

その他 44  

合計 107  

        

業務災害補償加算金 30百万円

その他 31  

合計 61  

        

（株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式  336,023  71,698  －  407,721

株式の種類 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式  407,721  125,679  24,400  509,000
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（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．ファイナンス・リース取引  

（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引 

①リース資産の内容 

ａ．有形固定資産 

主として、コンピュータ(工具器具・備品）

です。 

ｂ．無形固定資産 

ソフトウェアです。 

②リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりです。 

  

１．ファイナンス・リース取引  

（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引 

①リース資産の内容 

ａ．有形固定資産 

同 左 

  

ｂ．無形固定資産 

同 左 

②リース資産の減価償却の方法 

同 左 

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料 

  

１年内  百万円2

１年超   0

 合計   2

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料 

１年内  百万円1

１年超   1

 合計   3

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じて会計処理を行っています。 

  

同 左 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引  

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び事業年度末残高相当額 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料事業年

度末残高が有形固定資産の事業年度末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しています。 

  

  
取得価額 
相当額 

（百万円） 

減価償却 
累計額 
相当額 

（百万円） 

事業年度
末残高 
相当額 

（百万円）

車両 
運搬具  31  18 12

工具器具 
・備品   309  181 127

無形固定 
資産   79  49 29

合計  420  250 170

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引  

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び事業年度末残高相当額 

（注）同 左 

  
取得価額 
相当額 

（百万円） 

減価償却 
累計額 
相当額 

（百万円） 

事業年度
末残高 
相当額 

（百万円）

車両
運搬具   27  20 6

工具器具
・備品   287  233 54

無形固定
資産   53  39 13

合計  367  293 74
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前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（２）未経過リース料事業年度末残高相当額等 

未経過リース料事業年度末残高相当額  

（注）未経過リース料事業年度末残高相当額は、

未経過リース料事業年度末残高が有形固定

資産の事業年度末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定してい

ます。 

  

１年内  百万円95

１年超   74

 合計   170

（２）未経過リース料事業年度末残高相当額等 

未経過リース料事業年度末残高相当額  

（注）同 左 

１年内  百万円57

１年超   17

 合計   74

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額 

  

支払リース料  百万円181

リース資産減損勘定の取崩額   3

減価償却費相当額   178

（３）支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料  百万円95

減価償却費相当額   95

（４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっています。 

  

（４）減価償却費相当額の算定方法 

同 左 
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Ⅰ 前事業年度（平成21年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

Ⅱ 当事業年度（平成22年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額 子会社株式125百万円、関連会社株式19百万円）は、市場価

格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載していません。  

（有価証券関係）

（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産     

退職給付引当金 3,208百万円

繰越欠損金 2,662  

たな卸資産有税評価減 2,419  

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,847  

進行基準決算損 977  

投資有価証券有税評価減 571  

未払金否認 538  

固定資産減損 532  

工事損失引当金 394  

その他 1,363  

繰延税金資産小計 14,516  

評価性引当額 △5,562  

繰延税金資産合計 8,954  

繰延税金負債     

 その他有価証券評価差額金 △45  

繰延税金負債合計 △45  

繰延税金資産の純額 8,908  

繰延税金資産     

繰越欠損金 3,437百万円

退職給付引当金 3,236  

たな卸資産有税評価減 2,206  

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,844  

投資有価証券有税評価減 631  

固定資産減損 525  

進行基準決算損 462  

減損に伴う再評価差額金取崩額 344  

保有目的変更に伴う再評価差額金

取崩額 
271  

工事損失引当金 250  

その他 836  

繰延税金資産小計 14,045  

評価性引当額 △5,094  

繰延税金資産合計 8,950  

繰延税金負債     

 その他有価証券評価差額金 △1,010  

繰延税金負債合計 △1,010  

繰延税金資産の純額 7,939  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.6 ％ 

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
10.8  

受取配当金等永久に益金算入されな

い項目 
△5.5  

住民税均等割等 12.4  

評価性引当額の増減 △45.7  

その他 0.3  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 12.9  

法定実効税率 40.6 ％ 

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
10.7  

受取配当金等永久に益金算入されな

い項目 
△5.1  

住民税均等割等 4.1  

評価性引当額の増減 △47.6  

その他 0.0  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 2.7  
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（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

        ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 169.82円

１株当たり当期純利益金額 6.24円

１株当たり純資産額 186.04円

１株当たり当期純利益金額 5.82円

  
前事業年度

(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当期純利益（百万円）  974  909

普通株式に係る当期純利益（百万円）  974  909

普通株式の期中平均株式数（千株）  156,317  156,252

（重要な後発事象）
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【株式】 

【債券】 

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

銘柄 
株式数
（株） 

貸借対照表計上額
（百万円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

東日本旅客鉄道株式会社  1,200,000  7,800

東海旅客鉄道株式会社  4,200  2,990

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グル

ープ 
 2,124,710  1,041

西日本旅客鉄道株式会社  2,990  962

阪急阪神ホールディングス株式会社  1,534,970  664

東鉄工業株式会社  1,100,000  569

株式会社ワタミ  275,000  470

株式会社みずほフィナンシャルグループ  2,483,480  459

ヒューリック株式会社  510,000  350

片倉工業株式会社  316,000  304

鹿島建設株式会社  1,200,000  274

名工建設株式会社  509,061  269

関西国際空港株式会社  4,300  215

首都圏新都市鉄道株式会社  4,000  200

南海電気鉄道株式会社  500,000  187

その他64銘柄  2,605,240  1,943

小計  14,373,951  18,704

計  14,373,951  18,704

種類及び銘柄 
券面総額 
（百万円） 

貸借対照表計上額
（百万円） 

投資有価証券 
満期保有 

目的の債券 
志戸平温泉株式会社第１回社債   4  4

投資有価証券 
満期保有 

目的の債権 

ＢＴＭＵキュラソー・ホールディング 

ユーロ円建期限付劣後債 
 200  200

計  204  204
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（注）１．「当事業年度減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額です。 

２．無形固定資産の金額は資産の総額の100分の１以下であるため、「前事業年度末残高」「当事業年度増加額」

及び「当事業年度減少額」の記載を省略しました。 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類 
前事業年度
末残高 

（百万円） 

当事業年度
増加額 

（百万円） 

当事業年度
減少額 

（百万円） 

当事業年度
末残高 

（百万円） 

当事業年度
末減価償却
累計額又は
償却累計額 
(百万円) 

当事業年度
償却額 

（百万円） 

差引当事業
年度末残高
（百万円）

有形固定資産               

建物  11,818  339
 

 

56

(19)
 12,101  6,761  254  5,339

構築物  612  55
 4

(0)
 663  505  13  157

機械及び装置  452  2  0  454  166  49  288

車両運搬具  2 － －  2  2 － － 

工具器具・備品  753  12
 

 

2

(0)
 764  715  10  48

土地  11,496 － 
 

 

134

(101)
 11,362 － －  11,362

リース資産  76  25 －  101  32  22  69

建設仮勘定  1 －  1 － － － － 

有形固定資産計  25,214  435
 

 

199

(121)
 25,450  8,183  350  17,266

無形固定資産               

特許権 － － －  63  31  7  32

ソフトウェア － － －  285  132  48  153

電話加入権 － － －  23 － －  23

リース資産 － － －  7  2  1  5

建設仮勘定 － － －  90 － －  90

無形固定資産計 － － －  470  166  57  304

長期前払費用  69 － 
 1

(1)
 67  65  1  2
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 （注）１．貸倒引当金の当事業年度減少額（その他）は、一般債権の貸倒実績率による洗替額26百万円、対象債権の回

収等による取崩額52百万円です。 

 ２．偶発損失引当金の当事業年度減少額（その他）は、未使用引当金戻入額83百万円です。 

  

【引当金明細表】

区分 
前事業年度 
末残高 

（百万円） 

当事業年度
増加額 

（百万円） 

当事業年度
減少額 

（目的使用） 
（百万円） 

当事業年度 
減少額 

（その他） 
（百万円） 

当事業年度
末残高 

（百万円） 

貸倒引当金  4,107  247  2 （注１）  78  4,273

完成工事補償引当金  283  264  283   －  264

賞与引当金  593  568  593   －  568

偶発損失引当金  461 －  164 （注２）   83  213

工事損失引当金  972  463  818   －  616
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①資産の部 

イ．現金預金 

ロ．受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）決済月別内訳 

（２）【主な資産及び負債の内容】

区分 金額（百万円） 

現金  61

預金   

当座預金  760

普通預金  12,633

通知預金  500

定期預金  4,939

別段預金  1

計  18,834

合計  18,896

相手先 金額（百万円） 

ナイス株式会社  691

日本エスリード株式会社  661

株式会社大京  140

九鉄工業株式会社  86

川崎重工業株式会社  70

その他  365

合計  2,015

決済月 金額（百万円） 

平成22年４月  259

５月  721

６月  71

７月  933

８月以降  30

合計  2,015
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ハ．完成工事未収入金・不動産事業未収入金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）滞留状況 

ニ．販売用不動産 

 （注） 上記の土地の面積及び主な地域別内訳は次のとおりです。 

完成工事未収入金 不動産事業未収入金 

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円）

東日本旅客鉄道株式会社  28,397 東急リバブル株式会社  12

ＣＯＪＡＡＬ  5,243
ジェイアール東日本コンサルタンツ株式

会社 
 8

九州旅客鉄道株式会社  4,180 アムスインターナショナル株式会社  4

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備

支援機構 
 3,633 墨田コートハウスサービス株式会社  1

国土交通省  2,650   

その他  21,691 その他  1

合計  65,797 合計  28

計上時期 完成工事未収入金 不動産事業未収入金

平成22年３月期計上額  60,077  28

平成21年３月期以前計上額  5,719 － 

合計  65,797  28

区分 金額（百万円） 

土地  1,462

建物   934

合計  2,397

地域区分 面積（㎡） 金額（百万円） 

北海道地区  8,624  91

東北地区  51,643  415

関東地区  71,522  146

中部地区  33,631  362

近畿、中国、四国地区  6,443  447

合計  171,866  1,462
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ホ．未成工事支出金 

 当事業年度末残高の内訳は次のとおりです。 

ヘ．不動産事業支出金 

 （注） 上記の土地の面積及び主な地域別内訳は次のとおりです。 

ト．材料貯蔵品 

前事業年度末残高 
（百万円） 

当事業年度支出額
（百万円） 

完成工事原価への振替額
（百万円） 

当事業年度末残高
（百万円） 

 11,155  124,162  125,489  9,828

材料費 690百万円   

労務費 204    

外注費 7,853    

経費 1,079    

合計 9,828    

区分 金額（百万円） 

土地  1,050

建物  297

その他  3

合計  1,351

地域区分 面積（㎡） 金額（百万円）

北海道地区   27,025  1,021

関東地区   84  12

中部地区  598  17

合計  27,708  1,050

区分 金額（百万円） 

鉄材類  281

部品類  714

その他  28

合計  1,023
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②負債の部 

イ．支払手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）決済月別内訳 

ロ．工事未払金 

相手先 金額（百万円） 

ジェコス株式会社  333

株式会社中央興産  158

株式会社内藤ハウス  138

オリエンタル白石株式会社  111

南国殖産株式会社  109

その他  3,353

合計  4,204

決済月 金額（百万円） 

平成22年４月  1,145

５月  1,151

６月  965

７月   940

８月以降  1

合計  4,204

相手先 金額（百万円） 

テッケン興産株式会社  2,635

鹿島建設株式会社  1,211

株式会社ノムラ技研  612

株式会社ジェイテック  297

東北鋼材販売株式会社  290

その他  26,679

合計  31,726

2010/06/30 16:38:4109626795_有価証券報告書_20100630163806

- 97 -



ハ．短期借入金 

ニ．未払金 

 （注） 取引先との一括支払信託方式による支払債務です。 

ホ．未成工事受入金 

 （注） 完成工事高133,663百万円とこれに係る消費税等6,214百万円との合計額139,877百万円と上記完成工事高への

振替額79,800百万円との差額は、完成工事未収入金の当事業年度発生額です。 

ヘ．社債 

内訳は１ 連結財務諸表等 (１) 連結財務諸表 ⑤ 連結附属明細表 社債明細表に記載しています。  

借入先 金額（百万円） 返済期日 担保

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  7,800 平成22年８月 なし 

株式会社みずほ銀行  7,800 平成23年３月 〃 

株式会社三井住友銀行  5,400 平成22年８月 〃 

株式会社千葉銀行  2,000 平成22年６月 〃 

中央三井信託銀行株式会社  1,900 平成22年９月 〃 

その他  9,000 平成22年９月 〃 

計  33,900 － － 

長期借入金からの振替分  2,505 － － 

合計  36,405 － － 

相手先 金額（百万円） 

みずほ信託銀行株式会社 （注）  10,005

その他  1,462

合計  11,468

前事業年度末残高 
（百万円） 

当事業年度受入額
（百万円） 

完成工事高への振替額
（百万円） 

当事業年度末残高
（百万円） 

 5,224  77,398  79,800  2,821
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ト．長期借入金 

 （注） （ ）書は、内書であって、１年以内に返済予定の長期借入金であり、貸借対照表においては、短期借入金に

含めて表示しています。 

チ．退職給付引当金 

  

 該当事項はありません。 

借入先 金額（百万円） 返済期日 担保 使途

みずほ信託銀行株式会社 
 

 

1,440

(612)
平成25年１月 投資有価証券 運転資金 

日本生命保険相互会社 
 

 

1,172

(323)
平成26年12月 〃 〃 

明治安田生命保険相互会社 
 

 

1,150

(320)
平成26年10月 〃 〃 

株式会社損害保険ジャパン 
 

 

810

(200)
平成26年３月 〃 〃 

住友信託銀行株式会社 
 

 

680

(200)
平成26年９月 〃 〃 

その他 
 

 

2,192

(850)
平成22年４月から平成30年２月 投資有価証券等 運転資金等

合計 
 

 

7,444

(2,505)
－ － － 

相手先 金額（百万円） 

① 退職給付債務  16,287

② 年金資産  6,146

③ 未認識数理計算上の差異  2,168

④ 退職給付引当金（①－②－③）  7,971

（３）【その他】
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（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定 

   による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権 

   利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。 

  

第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 ３月31日 

１単元の株式数 1,000株 

単元未満株式の買取り・売渡し   

取扱場所 

  

  

  

（特別口座） 

東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

  

株主名簿管理人 

  

  

  

（特別口座） 

東京都中央区八重洲一丁目２番１号  

 みずほ信託銀行株式会社 

  

取次所 

  

  ───── 

  

買取・売渡手数料 

  

無料 

  

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や 

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載URL 

 http://www.tekken.co.jp/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。 
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当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。  

当事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日までの間において、関東財務局長に提出した金融商品取引法第25条

第１項各号に掲げる書類は、次のとおりです。  

 （１）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 

    事業年度（第68期）（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）       平成21年６月26日に提出

 （２）内部統制報告書及びその添付書類  

                                           平成21年６月26日に提出

 （３）四半期報告書及び確認書 

   （第69期第１四半期）（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）        平成21年８月７日に提出

   （第69期第２四半期）（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）        平成21年11月13日に提出

   （第69期第３四半期）（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）        平成22年２月12日に提出

 （４）臨時報告書 

        企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書  

                                           平成21年10月20日に提出

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

２【その他の参考情報】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

      平成21年６月26日

鉄建建設株式会社       

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 若原 文安 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 薊 和彦 

＜財務諸表監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる鉄建建設株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意
見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、鉄建

建設株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及
びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

＜内部統制監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、鉄建建設株式会社の平成21年
３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を

作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価

範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること
を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、鉄建建設株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

しています。 
 連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

      平成22年６月29日

鉄建建設株式会社       

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 若原 文安 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 薊 和彦 

＜財務諸表監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる鉄建建設株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意
見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、鉄建

建設株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及
びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．（４）に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より「工
事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用している。  

  

＜内部統制監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、鉄建建設株式会社の平成22年
３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を

作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価

範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること
を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、鉄建建設株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

しています。 
 連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書 

      平成21年６月26日

鉄建建設株式会社       

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 若原 文安 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 薊 和彦 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる鉄建建設株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第68期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、鉄建建設

株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

しています。 

 財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書 

      平成22年６月29日

鉄建建設株式会社       

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 若原 文安 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 薊 和彦 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる鉄建建設株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第69期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、鉄建建設

株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な会計方針６に記載されているとおり、会社は当事業年度より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関

する会計基準の適用指針」を適用している。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

しています。 

 財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月29日 

【会社名】 鉄建建設株式会社 

【英訳名】 TEKKEN CORPORATION  

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 橋口 誠之 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区三崎町二丁目５番３号 

【縦覧に供する場所】 鉄建建設株式会社 関越支店 

（さいたま市大宮区桜木町一丁目11番地７） 

鉄建建設株式会社 東関東支店 

（千葉市中央区新町１番地17） 

鉄建建設株式会社 横浜支店 

（横浜市中区不老町二丁目９番２号） 

鉄建建設株式会社 名古屋支店  

（名古屋市中村区名駅一丁目１番４号）  

鉄建建設株式会社 大阪支店  

（大阪市北区堂島一丁目５番17号）   

株式会社東京証券取引所   

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）  
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 当社代表取締役社長橋口誠之は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企業会計審

議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関

する実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統

制を整備及び運用しています。 

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理

的な範囲で達成しようとするものです。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に防

止又は発見することができない可能性があります。  

  

 財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成22年３月31日を基準日として行われており、評価

に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠しました。 

 本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を行

った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しています。当該業務プロセスの評価において

は、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該

統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行いました。 

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、会社及び連結子会社について、財務報告の信頼性の及ぼす影響の重要性

の観点から必要な範囲を決定しました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を

考慮して決定しており、会社及び連結子会社２社を対象として行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プ

ロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定しました。 

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の前連結会計年度の売上高（連結会社間取引消去

後）の金額が高い拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に達している１事業拠点を「重

要な事業拠点」としました。 

 選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目として完成工事高、完成工事原価、

完成工事未収入金、未成工事支出金、工事未払金、未成工事受入金に至る業務プロセスを評価の対象としました。 

  

 上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断しました。

  

 付記すべき事項はありません。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３【評価結果に関する事項】

４【付記事項】

５【特記事項】
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【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月29日 

【会社名】 鉄建建設株式会社 

【英訳名】 TEKKEN CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 橋口 誠之 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区三崎町二丁目５番３号 

【縦覧に供する場所】 鉄建建設株式会社 関越支店 

（さいたま市大宮区桜木町一丁目11番地７） 

鉄建建設株式会社 東関東支店 

（千葉市中央区新町１番地17） 

鉄建建設株式会社 横浜支店 

（横浜市中区不老町二丁目９番２号） 

鉄建建設株式会社 名古屋支店 

（名古屋市中村区名駅一丁目１番４号）  

鉄建建設株式会社 大阪支店 

（大阪市北区堂島一丁目５番17号） 

株式会社東京証券取引所  

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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 当社代表取締役社長橋口誠之は、当社の第69期（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日）の有価証券報告書の

記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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